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1 研究の背景と目的 

前稿(その 1)では，まず地方振興に関する国の政策の傾

向を文献， HP により把握した。さらに，選定都道府県に

対してヒアリング調査を行い，空き地・空き家利活用に

関する事例を収集した。次に，空き地・空き家利活用事

例の実施主体に対してアンケート調査を行い，地方都市

における空き地・空き家の利活用について把握した。本

稿(その 2)では，地方都市における空き地・空き家利活用

事例において，連携体制について比較分析を行うことで，

空き地・空き家利活用に関するマネジメント体制を把握

することを目的とする。 

2 研究の方法 

前稿により，収集された 15 利活用事例(表 1)の中で連携

団体が最多の事例に関して，ケーススタディを行う。次

に，15 利活用事例の実施主体の種別により，類型化を行

う。最後に，この 4 つの分類においてマネジメント体制

の可視化を行い，地方都市における空き地・空き家利活

用に関するマネジメント体制を把握する。 

3 利活用事例のマネジメント体制のケーススタディ 

様々な団体と連携することは，各団体の長所・短所を

補完できるため，官民様々な団体と連携することは有効

であると考える。例えば，行政と連携することで行政の

信頼を保持し事業を行うことができ，民間が事業の一部

を担うことで，自由度の高い経営ができると考えられる。

そこで，15 事例において連携団体が最多の 8 団体で，官

民の連携が確認できる「Book café ホンバコ」に関してマ

ネジメント体制のケーススタディを試みる（図 1）。ここ

では，運営主体と連携団体との関係，行政・民間の関係

などを図解しケーススタディを行う。 

「Book café ホンバコ」は，リノベーションスクール注 1）

で提案され，事業化された事例である。空き店舗は，実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施主体である「S

氏」が「鳥取家守

舎」からサブリー

ス契約注 2）で借り

ている。空き店舗

の改修には「コモ

ン建築事務所」や

「地域住民ボラン

ティア」等，様々な団

体が関わっている。また，財源は「クラウドファンディ

ング」や「鳥取家守舎」の出資であり，行政から金銭的

な支援は無く，広報支援のみである。これらのことから，

行政の補助金といった金銭的な支援が無くとも様々な団

体と連携することで，事業を展開できることがわかった。 

4 利活用事例のマネジメント体制の類型化 

収集した 15 利活用事例を【実施主体】の種別により，

類型化を行う（図 2）。結果として，『A）行政』，『B）社

団法人・財団法人，NPO 法人』，『C）民間企業』，『D）地

域住民』の 4 つに分類できた。4 つの分類ごとに【連携団

体数】の平均をみると，『A）行政』が 2.9 団体，『B）社

団法人・財団法人，NPO 法人』が 3.3 団体，『C）民間企

業』が 5.3 団体，『D）地域住民』が 9.5 団体である。つま

り，【実施主体】が『A）行政』のような官から，『C）民

間企業』や『D）地域住民』の民に移行するにつれて，

【連携団体数】の平均が増加していることがわかる。こ

のことから，『D）地域住民』は『A）行政』に比べ，様々

な団体と連携し，事業を行う上での役割を分担する傾向

にあることがわかる。続いて，4 つの分類ごとにマネジメ

ント体制の可視化を行い，比較分析を行う注 3）（図 3）。分

析方法は，まず，全 15 事例のマネジメント体制の可視化

を行い，4 つの分類ごとに全ての連携内容を取り出す。そ

して，連携団体と連携内容が過半数以上一致した場合の

み，連携団体と連携内容を太線で示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図２ 実施主体と連携団体数の関係性 

図１ マネジメント体制のモデル 

表 1 空き地・空き家に関する利活用事例のまとめ 

行政 教育機関 自治会 社団法人 NPO法人 任意 企業 専門家 地域

石川県 能登定住・交流機構 ○ ○○
●

能登定住・交流機構

山梨県
サテライトオフィス
整備モデル事業

●
早川町

○ ○

和歌山県 田辺市短期滞在施設
●○

田辺市
○ ○

Book café ホンバコ ○ ○ ○○○○☆☆☆
●○○

O氏

鳥取大丸屋上庭園プロジェクト
「まるにわ～maruniwa～」

○ ○ ○○○☆☆☆
●

S氏

蔵庭 ○ ○
●○☆
蔵庭

○

島食の寺子屋プロジェクト事業 ○ ○
●一般社団法人
海士町観光協会

○ ○

日和佐エリアリノベーション
プロジェクト

☆
●○○○○

株式会社あわえ
○○○

サテライトオフィスプロジェクト ○○
●NPO法人

グリーンバレー
○

安田町お試し滞在住宅
●

安田町
○

シェアオフィス相川
●

土佐町
○

津久見観光周遊性創出事業
●

津久見市
○○○ ○○ ○

コミュニティハウスA・KA・RI
●○

臼杵市
○

農村回帰　城下町交流館　「集」
●○○○
竹田市

○ ○

宮崎県
山村体験宿泊施設
「森の古民家」

○
●諸塚村観光

協会
○ ○

大分県

実施主体・連携体制(主体：●　連携：○　補助：☆)
都道府県名 プロジェクト名

鳥取県

島根県

徳島県

高知県
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A）行政 

【実施主体】が「行政」の利活用事例は 7 事例である。

同様の連携団体から同様の連携内容が複数みられた連携

は，「行政」からの補助金である。7 事例全てが「民間企

業」と連携していないことからも，事業が営利目的では

ないことがわかる。「民間企業」と連携していないことや，

「地域住民」との連携が少ないことからも，利活用の地

域への波及効果は低いと考えられる。 

B）社団法人・財団法人，NPO 法人 

【実施主体】が「社団法人・財団法人，NPO 法人」の

利活用事例は 3 事例である。同様の連携団体から同様の

連携内容が複数みられた連携は，A）行政と同様に「行政」

からの補助金である。また，実施主体が「任意団体」に

管理委託し，その「任意団体」が施設の管理・整備して

いる事例もみられた。他の分類にみられない連携内容と

して，「民間企業」やボランティアである「地域住民」に

よる体験ツアーや視察ツアーの指導があげられる。 

C）民間企業 

【実施主体】が「民間企業」の利活用事例は 3 事例で

ある。同様の連携団体から同様の連携内容が複数みられ

た連携は，「協議会」からの補助金である。また，「行政」

との連携は確認できず，広報や資金確保の面で課題があ

ると考えられる。しかし，「民間企業」に利活用プロジェ

クトの指揮を委託する事例もみられた。利活用施設の改

修には，「教育機関」，「地域住民」が参加し，ワークショ

ップ形式で行われ，地域に根付く利活用となっており，

地域への波及効果は高いと考えられる。 

D）地域住民 

【実施主体】が「地域住民」の利活用事例は 2事例で 

ある。同様の連携団体から同様の連携内容が複数みられ

た連携は，「不特定多数」からの資金援助，「協議会」か

らの広報である。4 つの分類で唯一「行政」や「協議会」

からの補助金がなく，クラウドファンディングを利用し，

地域内外を問わない「不特定多数」からの資金援助を主 

な財源としている。また，広報には，「行政」，「民間企 

業」，「協議会」，「その他」と様々な団体と連携している

ことがわかる。その他にも，「教育機関」とイベントの共

同企画や「地域住民」，「民間企業」と回収に参加等，

様々な団体と連携することで，各団体の改修・短所を補

充していると考えられる。 

6 総括                       

本稿では，全国の地方都市における空き地・空き家利

活用事例の分析を行うことで，空き地・空き家利活用に

関するマネジメント体制の傾向を明らかにした。 

連携団体が最多の 8 団体で，官民の連携が確認できる

「Book café ホンバコ」について，マネジメント体制のケ

ーススタディを行った。空き店舗の改修，資金源等の整

理を行い，行政の金銭的な支援が無くとも，様々な団体

と連携することで事業を展開できることがわかった。 

また，収集した 15 利活用事例を【実施主体】の種別に

より，類型化を行った。【実施主体】が官から民に移行す

るにつれて，【連携団体数】の平均が増加していることか

ら，『D）地域住民』は『A）行政』に比べ，様々な団体と

連携し，事業を行う上での役割を分担する傾向にあると

考えられる。 

さらに，4 つの分類ごとにマネジメント体制の可視化を

行い，比較分析を行ったところ，『A）行政』に関しては，

7 事例全てが「民間企業」と連携していないことや，「地

域住民」との連携が少ないことからも，利活用の地域へ

の波及効果は低いと考えられる。『B）社団法人・財団法

人，NPO 法人』に関しては，「任意団体」

に管理委託し，その「任意団体」が施設の

管理・整備している事例もみられた。『C）

民間企業』に関しては，利活用施設の改修

が「教育機関」，「地域住民」の参加により，

ワークショップ形式で行われ，地域に根付

く利活用となっており，地域への波及効果

は高いと考えられる。『D）地域住民』に関

しては，地域内外を問わない「不特定多数」

からの資金援助を主な財源としている。そ

の他にも，「教育機関」とイベントの共同

企画や「地域住民」，「民間企業」と改修に

参加等，様々な団体と連携することで，各

団体の長所・短所を補完していると考えら

れる。 
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を抽出した。 

注 3）「e-Gov」とは，総務省行政管理局が運営する総合的な行
政情報ポータルサイトである。 

注 4）ヒアリング調査を行った部署を以下の付表 1 に示す。石
川県庁は回答がなかったため，石川県内の金沢星稜大学
の講師にヒアリングを行った。 

注 5）都道府県と人口の関係性を表した，ヒストグラムを付図
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る 15県を選定した。 

注 6）全国からの参加者がリノベーション事業の実践者と共に
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